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令 和 ９ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）  

（国土交通省不動産・建築経済局不動産市場整備課） 

項 目 名 リート及び特定目的会社に係る登録免許税の特例措置の延長 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
【要望の内容】 
・  投資法人、投資信託及び特定目的会社（以下「リート等」という。）が取

得する不動産に係る登録免許税の特例措置について適用期限を２年間（令和

11 年３月 31 日まで）延長する。 

リート等に係る特例税率：13/1000 

 

【参考】 

 本則税率              ：20/1000 

 土地の所有権移転登記等に係る特例税率：15/1000 

 

【関係条文】租税特別措置法第 83 条の２の２第１項～第３項、 

      登録免許税法別表第１一（ニ）ハ 
 
 

 

 平年度の減収見込額  ―    百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   ―  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

 

リート等の不動産取得に係るコスト負担を軽減することにより、不動産証券

化を推進し、リート等を通じて不動産市場に国民から広く投資資金を呼び込む

ことで、新たな不動産の開発や既存不動産の取得・維持管理・更新、バリュー

アップを通じた不動産ストックの質の維持・向上を促進し、都市の国際競争力

の強化や地域活力の向上に資する優良な不動産ストックの形成を促進する。 

 

⑵ 施策の必要性 

 

我が国においては、老朽化する不動産ストック等の増加が見込まれ、こうし

た不動産ストックを適切に維持管理・更新し、都市の国際競争力の強化や地域

活力の向上に資する優良な不動産ストックの形成は引き続き重要な課題となっ

ている。 

一方で、近年は、建築費の高騰や不動産価格の上昇に加え、金利上昇による

資金調達コストの増加等により、不動産取得を巡る事業環境は厳しさを増して

おり、新規供給の停滞も見られる状況にある。 

このような環境下において、不動産証券化は、民間投資を幅広く呼び込み、

不動産市場における資金調達のための重要な手段であり、リートは、開発物件

の取得や保有不動産の継続的な維持管理・更新、バリューアップを通じて、不

動産ストックの質の維持・向上に寄与する主体として役割を果たしている。 

本特例措置は、リート等が不動産を取得する際のコスト負担を軽減し、不動

産取得を円滑に行う環境を整備することにより、リート等を通じた不動産市場

への民間投資の呼び込みを促進するものであり、不動産取得時の経済的なイン

センティブとして有効である。以上を踏まえ、政府目標である「リート等の資

産総額を 2030 年頃までに約 40 兆円とすること」の達成に向けた取組を強力に

推進する観点からも、本特例措置を延長することが必要である。 

 

 

今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
・「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォロ

ーアップ」（令和４年６月７日閣議決定）（抜粋） 

「優良な不動産ストックの形成等のため、2030 年頃までにリ

ート等の資産総額を約 40兆円とすることを目標とし、2022年度

中にヘルスケアリートの活用に係るガイドラインを見直すとと

もに、2023 年度中に不動産分野 TCFD 対応ガイダンスの改訂等に

より、リート等のアセットタイプの多様化や不動産投資市場に

おける ESG 投資の促進を図る。」 

・「経済財政運営と改革の基本方針 2026｣（令和８年７月 21 日

閣議決定） （抜粋） 

 優良な不動産ストックの形成・流通・利活用、住宅ストック

価値の最大化と住生活を支える基盤の再構築に取り組む。 

・「地域未来戦略」（令和８年７月 21 日閣議決定）（抜粋） 

 第５節 その他の施策の推進   

１．強い地域経済の構築 

（11）地方への不動産投資の促進 
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・国土交通省政策評価体系上の位置付け 

政策目標 ９ 「市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者

利益の保護」 

施策目標 31 「不動産市場の整備や適正な土地利用のための

条件整備を推進する」 

業績指標  95  「リート等の資産総額」  
 
 

政 策 の 

達成目標 

 
リート等の資産総額 

（令和２年度約 25.5 兆円→令和 12 年度頃約 40 兆円） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和９年４月１日～令和 11 年３月 31 日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
リート等の資産総額 

（令和２年度約25.5兆円→令和10年度 37兆円→令和12年度頃

約 40 兆円） 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
令和６年度末時点のリート等の資産総額：約 33 兆円 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
令和７年度：287 件 

令和８年度：287 件  

令和９年度：287 件 

※令和５年度-令和６年度平均件数 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、近年の建築費高騰等による不動産価格の上昇

や金利環境変化による借入コストの上昇といったコスト環境の

変化など、リートを取り巻く環境が変動する中で、リート等が

物件を取得するための総費用を軽減する措置であるため、取得

の際の経済的なインセンティブとして有効である。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
リート・特定目的会社に係る課税標準の特例措置（不動産取得

税） 
（地方税法附則第 11 条第３項～５項） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
「不動産投資市場の拡大・進化に向けた環境整備」 

令和９年度予算概算要求額 91 百万 
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上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

上記の予算上の措置は、「リート等の資産総額を 2030 年頃ま

でに約 40 兆円」という新目標に向け、不動産証券化手法を活用

した事業の推進及び ESG 投資の推進を目的としたものであり、

投資対象不動産の多様化に向けた環境整備や不動産証券化の普

及促進を行うことで、本特例措置と併せて不動産投資市場の拡

大を図るための施策である。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

政策目標（リート等の資産総額を2030年頃までに約40兆円に

すること）を達成するためには、リート等が不動産を取得しや

すい環境を整備する必要がある。特に足元では、建築費の高騰

や金利環境の変化等を背景に、不動産取得における事業環境が

厳しさを増しているところであり、不動産証券化を通じた資金

調達を促進することが重要となっている。本特例措置は、事業

のイニシャルコストを支援することを目的とするものであり、

この点について、実際の事業に対する支援としては、補助金に

よる支援も考えられるが、予算制度については支援決定まで支

援水準が確定しない等の事情があることから、広く個々の物件

取得を促す観点からは、高い予測可能性の下で行動変容を促す

本特例により措置することが妥当である。 

 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

（出典：法務省「登記統計」より推計） 

※（ ）は令和７年度要望時における適用件数又は減収額の見込み値。 
 
（前回要望との乖離の理由） 

前回要望時は不動産証券化実態調査等を基に推計した数値を

採用していたが、法務省「登記統計」に基づく実数ベースでの

整理に変更したところ、各調査における集計方法や算出方法の

違いにより数値に乖離が生じている。 
 

 適用件数 適用額 減収額 

令和４年 1160 件 

(143 件) 

147,318 百万円 1,031 百万円 

(1,566 百万円) 

令和５年 381 件 

(143 件) 

116,419 百万円 

 

815 百万円 

(1,566 百万円) 

令和６年 192 件 

(143 件) 

122,150 百万円 

 

855 百万円 

(1,566 百万円) 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
本特例措置は、近年の建築費高騰等による不動産価格の上昇

や金利環境変化による借入コストの上昇といったコスト環境の

変化など、リートを取り巻く環境が変動する中で、定率でリー

ト等が物件を取得するための総費用を軽減する措置であるた

め、取得の際の経済的なインセンティブとして有効であり、リ
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ート等が取得した資産は政府目標に向けて順調に増加傾向であ

る。 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
リート等の資産総額 

（令和２年度約 25.5 兆円→令和８年度約 34 兆円→令和 12 年度

頃度約 40 兆円） 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
令和６年度末時点のリート等の資産総額：約 33 兆円（令和８年

中には約 34 兆円を達成する見込みであり達成目標に向けて着実

に推移している） 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 10 年度 創設（特定目的会社のみ） 

平成 13 年度 適用期限の３年延長（リート、投資信託追加） 

平成 15 年度 税率の見直し（16/1000→６/1000） 

平成 16 年度 適用期限の２年延長 

平成 18 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 

（６/1000→８/1000） 

平成 20 年度 適用期限の２年延長及び税率の見直し 

（平成 20 年度８/1000、平成 21 年度９/1000） 

平成 21 年度 税率の見直し措置（平成 21 年度９/1000）を１年

据置 

平成 22 年度 適用期限の３年延長及び税率の見直し 

（平成 22 年度８/1000、平成 23 年度 11/1000、平

成 24 年度 13/1000） 

平成 25 年度 適用期限の２年延長 

平成 27 年度 適用期限の２年延長 

倉庫及びその敷地を適用の対象に追加 

平成 29 年度 適用期限の２年延長 

平成 31 年度 適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 

令和５年度  適用期限の２年延長 

令和７年度  適用期限の２年延長 
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要望内容と自己点検の関係 

 

措置名：リート及び特定目的会社に係る登録免許税の特例措置 
 
 

 
 

 

 

○ 自己点検において設定した短期アウトカム指標である「投資法人による不動産取得

件数」については、目標値 81 件に対し、令和６年度の実績は 81 件であり、目標を達

成している。また、長期アウトカム指標である「リート等の資産総額」については、

令和６年度末時点で約 33 兆円に達しており、政府目標である「2030 年頃までに約 40

兆円」の達成に向けて着実に進展している。 

○ そのため、近年、建築費の高騰・不動産価格の上昇・金利上昇による資金調達コス

トの増加など、事業コスト全体が増大する中でも、本措置は、取得判断への経済的イ

ンセンティブとして引き続き機能していると受け止めている。 

○ 長期アウトカムは達成途上にあり、なお約７兆円の積み上げが求められる。引き続

き不動産取得コストの継続的な軽減を通じてリート等の資産形成をさらに推進するこ

とにより、優良な不動産ストックの形成を図ることが不可欠であり、本特例措置を廃

止した場合には不動産取得時のコスト上昇が見込まれ、資産総額の目標達成に支障が

生じるおそれがある。 

○ 以上の自己点検結果を踏まえ、本要望においては、現行の特例税率（13/1000）を

維持した上で、適用期限を２年間（令和 11 年３月 31 日まで）延長することとしてい

る。 


